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九州大学（H14）―1頁 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 九州大学 学長名 梶山 千里 拠点番号 H14 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

循環型住空間システムの構築 

（Architecture of Habitat System for Sustainable Development） 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ)

    研究分野及びキーワード <研究分野：建築学> (建築工法 ) (保全技術) (熱環境) (水資源) (廃棄物管理) 

３．専攻等名 
人間環境学府空間システム専攻、同都市共生デザイン専攻、同行動システム専攻、工学府建設システム工学専攻、同都市環境システム工学専

攻、同地球資源システム工学専攻、総合理工学府環境エネルギー工学専攻、生物資源環境科学府森林資源科学専攻、芸術工学府芸術工学専

攻（九州芸術工科大学大学院工学研究科芸術工学専攻、平成15年10月1日） 

４．事業推進担当者      計  ２６名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 現在の専門 
学 位 

役割分担 
(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

（拠点リーダー）    

 川瀬
Kawsae

  博
Hiroshi

 人間環境学府都市共生デザイン専攻・教授 地震工学・工学博士 全体統括・循環型住空間システム理念・凌震動力学（平成17年4月1日より拠点リーダー） 

 松藤
Matsufuji

  泰典
Yasunori

 人間環境学府空間システム専攻・教授 建築施工学・工学博士 前拠点リーダー・全体統括・循環型住空間システム理念・仮設災害管理（平成17年3月31日辞退） 

 林
Hayashi

   徹夫
Tetsuo

 総合理工学府環境エネルギー工学専攻・教授 建築熱環境工学・工学博士 サブリーダー・研究推進委員会委員長・循環型住空間システム評価 

 山野
Yamano

  善郎
Yoshiro

 人間環境学府空間システム専攻・助教授 建築史学・工学博士 循環建築倫理（平成16年3月31日辞退）        循環建築政策 

 丸野
Maruno

  俊一
Shun-ichi

 人間環境学府行動システム専攻・教授 心理学・教育学博士 循環建築倫理（平成16年4月1日山野より交代） 

 渡邊
Watanabe

  俊行
Toshiyuki

 人間環境学府空間システム専攻・教授 建築環境システム学・工学博士 教育プログラム委員会委員長・温熱環境・空気環境 

 江原
Ehara

  幸雄
Sachio

 工学府地球資源システム工学専攻・教授 地球熱システム学・理学博士 広報委員会委員長・地中熱利用                環境物理 

 穴井
Anai

  謙
Ken

 人間環境学府空間システム専攻・助教 建築音響学・博士（工学） 光環境・音環境 

 出口
Deguchi

  敦
Atsushi

 人間環境学府都市共生デザイン専攻・教授 都市計画学・工学博士 都市環境評価（平成17年4月1日追加）             都市環境 

 竹下
Takeshita

  輝和
Terukazu

 人間環境学府空間システム専攻・教授 建築計画学・工学博士 将来構想委員会委員長・循環型住空間デザイン 

 佐藤
Sato

  優
Masaru

 芸術工学府芸術工学専攻・教授 視覚記号学・芸術工学博士 感性定量情報（平成15年10月1日九州芸術工科大学から改組）       建築感性 

 三浦
Miura

  佳世
Kayo

 人間環境学府行動システム専攻・教授 感性認知学・学術博士 感性定性情報 

 落合
Ochiai

  英俊
Hidetoshi

 工学府建設システム工学専攻・教授 地盤環境工学・工学博士 仮設地盤災害 

 大柿
Ogaki

  哲朗
Tetsuro

 人間環境学府行動システム専攻・教授 運動生理学/生理人類学・体育学修士 作業特性・生体反応                      リスク 

 篠田
Shinoda

  岳思
Takeshi

 工学府都市環境システム工学専攻・教授 機能システム工学・工学博士 労働環境・作業効率 

 前田
Maeda

  潤滋
Junji

 人間環境学府都市共生デザイン専攻・教授 風工学・工学博士 仮設力学                            リユース 

 山口
Yamaguchi

 謙太郎
Kentaro

 人間環境学府空間システム専攻・准教授 建築構造力学・博士（工学） 凌震静力学 

 楠田
Kusuda

  哲也
Tetsuya

 工学府都市環境システム工学専攻・教授 環境工学・工学博士 水処理（平成18年3月31日辞退） 

 久場
Kuba

  隆広
Takahiro

 工学府都市環境システム工学専攻・准教授 環境工学・博士（工学） 水処理（平成18年4月1日楠田より交代） 

 近藤
Kondo

  隆一郎
Ryuichiro

 生物資源環境科学府森林資源科学専攻・教授 森林微生物学・農学博士 生態系循環                           リサイクル

 島岡
Shimaoka

  隆行
Takayuki

 工学府都市環境システム工学専攻・教授 廃棄物工学・工学博士 サブリーダー・国際交流委員会委員長・廃棄物処理 

 小山
Koyama

  智幸
Tomoyuki

 人間環境学府空間システム専攻・准教授 建築材料学・博士（工学） 内部調整委員会幹事・材料再生 

 松下
Matsushita

 博通
Hiromichi

 工学府建設システム工学専攻・教授 材料リサイクル工学・工学博士 劣化診断 

 堺
Sakai

    純一
Jun-ichi

 人間環境学府空間システム専攻・助教授 建築構造力学・博士（工学） 耐震診断（平成16年3月31日辞退）               リデュース

 崎野
Sakino

  健治
kenji

 人間環境学府空間システム専攻・教授 建築構造学・工学博士 耐震診断（平成16年4月1日堺より交代） 

 赤司
Akashi

  泰義
Yasunori

 人間環境学府空間システム専攻・准教授 建築設備学・博士（工学） 省エネ診断 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 153,000 173,800 175,900 
163,080 

（16,308） 

161,000 

（16,100） 
826,780 



 
 

様式２ 
【公表用】 

九州大学（H14）―2頁 

６．拠点形成の目的 

①学問分野：本プログラムでは、資源・水・エネル

ギーの循環という観点から、人間に直接的な影響

を及ぼす住空間を軸に、それと都市・地域環境と

の相互作用を含んだ領域を研究対象としており、

その主な学問分野は住空間を創造する都市・建築

学及び関連する地球環境工学系の分野である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②コンセプト：21世紀の住環境を考えるとき生態系

との共生を抜きにしてこれを語ることはできない。そ

の際ライフサイクルの全体を捉え、豊かな住環境を

確保しつつ、生産の時点から資源や水、エネルギ

ーの投入量を減らすように、そして維持や廃棄に

必要な環境負荷を極力減らすように、全工程を最

適化することが求められている。本拠点で構築しよ

うとしている循環型住空間システムは、人類が不可

避的に必要としている住空間及びそれを支える都

市・地域環境の設計―生産―利用―維持―再生

―設計…という終わることのない循環プロセス全体

にわたる人間の創造活動を統括する社会システム

をいう(図1)。本プログラムの循環型住空間システ

ムは、安全性・美しさ・快適さといった人間環境とし

て不可欠な「生活の豊かさ」とそれが生み出す「環

境負荷」の差「スループット」を最大化するという、

統一的評価戦略に基づいて構築される。 

③目的・必要性：本プログラムは、豊かさを維持・向

上させながら、エネルギー消費を抑制して環境負

荷の低減を可能にする、持続可能な住空間創造

のための方法論を「循環型住空間システム」として

構築し、循環型経済社会の実現に寄与することを

目的とする。21世紀の住空間システムを考えるとき、

TとW及びDの関係を明示した上記の基礎方程式

に基づく統合的研究が必要不可欠である。 

④特色：本プログラムでは、住空間を対象としてそ

の循環プロセス全体を統括する新しい社会システ

ムを提案する。住空間が開放系である以上、環境

への配慮なしに豊かさを追い求めることはできない

が、システムの最適解を決定するためにはその上

位概念として統一的な評価戦略が必要となる。本

拠点ではエリヤフ・ゴールドラットの制約条件の理

論(Theory of Constraints)を援用して導いた生活

の 豊 か さ (W ： Welfare) と 環 境 負 荷 (D ：

Environmental Damage)の差、即ちスループット(T：

Throughput)を最大化する方程式(図2)をシステム

評価の基礎方程式としているところに特色がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤重要性：循環型経済社会は、20世紀後半に成

熟した大量消費型経済社会システムに、「再生不

能エネルギーの枯渇などによる成長の限界」及び

「地球温暖化につながるCO2排出等に対する生態

系の受容の限界」の2つの制約条件を包括的に負

荷して「持続可能な発展」の実現を目指すものであ

る。これまで、人工環境を創造する建築学や建設

工学の分野では、ひたすら空間の豊かさや利便性

を追究してきたが、最近では循環型経済社会への

移行の必要性から、環境問題を重点課題としつつ

ある。特に可住面積が限られ都市の密集度の高い

我が国では環境負荷に配慮した人工環境の創造

と維持が強く要請されている。従来の工学の分野

における環境問題とは例えば省エネルギーであり、

廃棄物処理であった。しかるに、人工環境はある

環境がさらなる上位環境に包含されるという入れ子

構造を有しており、ひとつの階層における局所解

が全体に対する正解とは限らない。従ってその問

題の解決には創造・維持活動の全体にわたる評価

と管理が必要であり、そのための理念と評価戦略

の構築が急務である。 

⑥期待される成果：本プログラムの終了により、基

礎方程式の最大値問題を解くことによって持続可

能な発展という21世紀最初の重要課題の解決に

資する研究成果が得られ、循環建築学を実体とし

て成立させることが可能となる。その過程において、

循環型住空間システムに必要不可欠な新しい学

問分野を開拓し、高度な能力を有する人材の教育

拠点を形成する。 

 

図２ 循環型住空間システムの基礎方程式

T= W （Sa, R, H, C, Se） － D （LCE, LCCO2, LCC, ROS）

T ： スループット

最大化

最大化

W： 豊かさ

Sa： 安全 Se： 感性

R ： 安心

H ： 健康

C ： 快適

D ： 環境負荷

LCE ：ライフサイクルエネルギー

LCCO2 ：ライフサイクルCO2

LCC ：ライフサイクルコスト

ROS ：建設現場のリスク

最小化

図１ 循環型住空間システム

住空間

都市・地域環境

地球環境資源・水・エネルギー
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７．研究実施計画 

①プロジェクト研究の推進 

プロジェクト研究の推進のため、Wグループ・Dグ

ループと、スループットの最大化を体系化するTグル

ープを置く(図３)。 

Ｔグループ 

＜循環建築政策チーム＞スループットを理想的な

形で最大化するための理念と評価戦略の確立に向

け、理念の体系化、LCA・LCCO2・LCEを軸とした評

価法の開発、及び建築倫理について研究を深化さ

せる。TグループはWとDの成果を如何に統合化す

るかに関し統一的尺度を提供する。 

Wグループ 

住空間の豊かさWの最大化は、住環境に関わる

要素技術の確立と感性評価の数量化で実現する。 

＜環境物理チーム＞地中熱利用、温熱環境・空気

環境、光環境・音環境について、安全、安心、健康、

快適さなどの定量的要因の最大化を図る。 

＜建築感性チーム＞住空間デザインと感性情報の

観点から、美しさ等の定性的要因の数量（スコア）化

の可能性を検討し、その最大化を図る。 

Dグループ 

環境負荷Dの最小化は、リサイクル・リユース・リデ

ュース・リスクの各プロセスの負荷低減で実現する。 

＜リスクチーム＞建設労働災害リスクに着目し、作

業環境・作業効率を軸として定量化し、併行して仮

設地盤災害リスクの定量化を図る。これらをもとに

仮設災害管理の方法論を構築する。 

＜リユースチーム＞リユースは環境負荷が最も小

さく、リユース性の高い異質材料を接着しない原理

に基づく構造が凌震構造である。その静的・動的

特性を実験より明らかにし、典型的なリユース構造

の仮設構造の力学を仮設力学として構築する。 

＜リサイクルチーム＞各種産業副産物の材料再

生技術、リサイクル不能な物質の廃棄物処理、環

境維持に欠かせない水処理、廃棄物を生態系へ

戻す生態系循環等の環境保全技術を構築する。 

＜リデュースチーム＞膨大な量の建築ストックを維

持・保全・改修によって機能的・有機的に存続させ、

環境負荷の低減を図るため、耐震診断、劣化診断、

省エネ診断などの診断技術を構築する。 

②拠点形成のための各種機構の設置と活用 

＜プログラム内部＞本プログラムを円滑かつ確実

に実施するため、TグループメンバーとW及びDグル

ープの各チームリーダーより構成される内部調整委 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 研究の構成と新専攻の研究分野（申請時） 

 

員会を設置する。この会議により各チームのパフォ

ーマンスが共通の評価尺度で計測され、次期の計

画に反映される。また研究成果の相互情報交換の

ために研究推進委員会を、成果の広報・普及のため

広報委員会を設置し、国内ワークショップや国際シ

ンポジウムなどのプログラムを企画・実施するとともに、

内外に成果報告書やホームページで情報発信し、

併せて産学連携を促進する。 

＜プログラム外部＞本プログラムの拠点形成プロセ

スの客観的な評価のために、関連分野の第一級の

研究者で構成される外部評価委員会を設置し、拠

点形成プロセスの各ポイントにおいて客観的評価及

び助言を受けてそれを以後の計画に反映させる。 

＜学内＞九州大学では総長のリーダーシップのもと、

高等研究機構が設置され、研究戦略委員会及び研

究戦略企画室が支援の役割を担っているので、本

プログラムの推進のためにこれを活用する。 

＜海外＞国連人間居住センター(UN-HABITAT)福

岡事務所と協力して環境保全のニーズの高いアジ

ア各国の研究機関と国際共同研究を実施する。また

国際ワークショップを通して、海外の研究者からなる

国際評価委員会を開催し、国際的な評価とアドバイ

スを定期的に受けてそれを計画に反映させる。 

③年度計画と活用事業 

本プログラムの実施に際して、拠点リーダーが第2

年度末で定年を迎えるため、サブリーダー（川瀬博、

島岡隆行)を置くと共に研究期間を前期 (平成15～

16年度)及び後期(平成17～19年度)で構成する。前

期はSORST、CREST及び九州経済産業局地域新

生コンソーシアム研究開発事業と並列で拠点形成を

進め、後期は成果を更に進めて研究拠点の確立を

図る。 

Ⅰ．Ｔ（ スループットの最大化）グループ
循環型住空間システム理念（松藤）
循環型住空間システム評価（林）
循環建築倫理（山野）

Ⅱ．W（ 豊かさの最大化）グループ
環境物理 地中熱利用（江原）

温熱環境・空気環境（渡邊）
光環境・音環境（穴井）

建築感性 循環建築デザイン（竹下）
感性定量情報（佐藤）
感性定性情報（三浦）

Ⅲ．D（ 負荷の最小化）グループ
リスク 作業特性と生体反応（大柿）

労働環境・作業効率（篠田）
仮設災害管理（松藤）
仮設地盤災害（落合）

リユース 仮設力学（前田）
凌震静力学（山口）
凌震動力学（川瀬）

リサイクル 材料再生（小山）
廃棄物処理（島岡）
水処理（楠田）
生態系循環（近藤）

リデュース 耐震診断（堺）
劣化診断（松下）
省エネ診断（赤司）

仮設工学

健康建築学

臨床建築学

凌震構造学

研
究
の
構
成
と
分
担

創
成
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期
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８．教育実施計画 

本プログラムでは人間環境学府空間システム専

攻を中核とし、これに工学府地球環境工学専攻群

などを加えて、循環型住空間に関する包括的教育

拠点の形成をめざす。研究計画と同様、内部調整

委員会が基本方針を策定し、教育プログラム委員

会が中心となって計画し実施する。教育プログラム

委員会は、将来必要とされるカリキュラムの構想に

基づいて、健康建築学グループ、循環建築デザイ

ングループ、仮設工学グループ、凌震構造学グル

ープ、循環再生学グループから構成される。また、

各年度外部評価委員会の評価及びアドバイスを

受ける。 

①学生教育・若手研究者育成への取り組み 

修士課程・博士課程の学生教育 

＜RA制度の積極的活用＞修士・博士課程の学生を

対象に、集約的アシストに相当するRA制度を活用し

て、循環体工学研究の進展を促進し、併せて、高度

な研究への大学院生のOJT教育に資する。 

＜新しい教育・研究フィールドの創出＞「菊水町アカ

デミックインターセクション」、「アイランドシティ住宅

実験棟」などをフィールド教育の場として活用する。 

若手研究者の育成と活用 

本プログラムでの若手研究員(ポスドクレベル)の

育成を目指して、国内外から優秀な研究者を有期

で採用し、拠点形成推進者の指導のもと、創発的な

研究に当たらせる。また、独創性と意欲を基準に若

手研究者からプロポーザルを募り、卓抜な提案に研

究支援資金を提供する制度を創設し、自立して研

究が遂行できる若手研究者を育成する。 

国際的に通用する人材の育成 

本プログラムでは、循環型住空間システムの構築

に際して、これを国際的に議論でき、研究推進担当

者が共有できるように基礎方程式を用意した。従っ

て必然的に国際共同研究が成立する。下記国際教

育プロジェクトにおいて、本プログラムのテーマを日

本人学生と留学生が一体となって研究し討論するこ

とを通じて、国際感覚と対話能力を備えた技術者・

研究者の育成を図る。 

＜ASEAN・国際協力事業団を通じた国際教育＞平

成14年度にASEAN工学系高等教育ネットにおける

アジア諸国の大学の研究教育支援(資源・地質工学

分野の支援幹事大学として)を開始、また平成15年

度からは国際協力事業団の国際研修コース「再生

エネルギーコース」を開始する。 

＜「日本－EU留学生交流パイロットプロジェクト」に

よる留学生派遣・受入れ＞大学院人間環境学府空

間システム専攻及び都市共生デザイン専攻は、

AUSMIP （ Architecture and Urbanism Student 

Mobility International Program）の参加機関の一つ

であり、フランス･ベルギー･ドイツ･ポルトガルの4大

学との間で留学生を交換する。英語での講義、単位

の相互認定、日欧の教員・留学生が一堂に会した

合同成果発表会などを行う。受け入れ留学生の教

育に必要な教材等の整備を支援する。 

＜本プログラム独自の留学制度の導入＞本プログ

ラムの研究推進目的に即した海外研究機関との共

同研究を推進し、教育成果にも活用するため本プロ

グラム独自の留学制度を導入し、実施する。 

＜海外関連教育機関におけるカリキュラム調査＞

本プログラムのアウトプットとして構想している新専攻

におけるカリキュラムを検討する際の参考として海外

の関連研究を実施している大学等のカリキュラムを

調査する。 

②最終年度での新専攻立ち上げに向けての取り

組み 

新専攻の立ち上げ 

空間システム専攻を母体として循環建築学を体系

的に教育する新専攻を立ち上げる。修士課程にお

けるカリキュラムに、「循環建築論」、「健康建築学」、

「建設災害管理学」、「臨床建築学」などの学科目を

導入する。これらの講義録及び教科書を作成し、国

際的に通用する人材教育に使えるように整備する。 

国際環境システム工学特別コースの充実・発展に

よる人材育成 

地球環境工学専攻群では、平成14年度より外国

人を対象とした「国際環境システム工学特別コース」

を設置し、環境・エネルギーに関する英語による講

義及び研究指導を行っている。本プログラムにおけ

る循環体工学の成果を取り入れ、幅の広い視野を

持った高度な技術者・研究者を育成することを目標

とする。なお、このコースの講義は日本人学生にも

開放される計画である。 

③アウトプットされる人材のイメージ 

循環型住空間システムの構築は時代の要請であ

る。本拠点が輩出する高度専門職業人のイメージは、

人間環境・地球環境に対する幅広い知識を基礎に

し、かつ専門分野に深い造詣を有し、循環建築学の

理念によって環境政策提言を行い、持続可能な社

会の実現に貢献する人材である。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 

本研究教育拠点形成計画では循環型住空間シ

ステムをライフサイクル全体を見据えた形でトータル

に構築することを目指し、住空間の豊かさの最大化

を図るWグループと環境負荷の最小化を図るDグル

ープで各種要素技術の深化に取り組むと共に、スル

ープットの最大化を体系化するという観点で、Wグル

ープとDグループの集約化を目指し、統合化された

循環型住空間システムとして、個別研究テーマの成

果を具体的なフィールドを対象として集約化してきた。

その成果として新しいパラダイムに基づく住空間と都

市空間のスループット評価システムを提案することが

でき、この分野の第一線で活躍できる人材を多数送

り出すと共に、今後も継続して実践的かつ総合的な

教育を実施していく場として「持続都市建築システ

ムプログラム（修士課程）」「持続都市建築システム

コース（博士後期課程）」を設置して教育面でもこの

分野のリーダーシップを担っていく体制を構築した。 

具体的なフィールドとして、まずアイランドシティに

建設されたSORST第3実験棟(写真1)を平成16年度

より使用し、地中熱利用冷暖房システムの効率性評

価をはじめとする各種環境・エネルギー収支計測お

よび振動計測を実施し、住宅を対象にスループット

の方法論を実証的に評価・検証した。また、より広い

応用に向けた新たな試みとして、オフィスを対象とし

た仮想実験場として平成18年度に竣工した新キャン

パス実験棟（写真2）を使って、これに対する各種シ

ミュレーション評価・スループット評価を行うと共に、

より広域の都市空間を対象にして都市スループット

評価手法についての研究を行い、エネルギー消費

等の物理量を用いた物理評価、及び家計の資産価

値を基にした貨幣評価の2つのアプローチによる都

市スループットシミュレータを構築した。また新たに

乾式煉瓦造住宅以外の鉄骨造オフィス及び木造住

宅について凌震構造原理に基づいた工法検討を行

うと共に、木材活用チームを設け、今後の木材利用

のあり方について環境共生の視点で研究を行った。 

また、各年度のそれぞれのグループ、チームの成

果は、年度毎に開催される国際ワークショップ、国際

シンポジウム、国内フォーラムにおいて発表・討議す

ると共に内外の学術誌に投稿し、学会賞を受賞する

など高い評価を受けた。国際評価委員会・国内評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真1 アイランドシティの乾式煉瓦実験棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2 新キャンパスの実験棟 

 

委員会においても自己点検・評価を受け、高い評価

を得ている。 

以上の成果から、本プログラムでは世界最高水準

の研究教育拠点形成に関し、その目的を十分達成

できたものと考えている。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

本拠点では循環型住空間システムの包括的研究

教育拠点の形成をめざし、カリキュラムの構想や必

要な教育支援活動を企画・実施する教育プログラム

委員会を設立して教育体制の充実を図った（5年間

で計42回の委員会を開催）。 

本拠点形成プログラムでは各分野で高いポテン

シャルを有している若手研究者19名(5年間通算)を

COE研究員およびテクニカルスタッフとして雇用し、

事業推進担当者の指導のもとで創発的な研究に当

たらせた。また、リサーチ・アシスタント（RA）として5

年間で17名の博士後期課程学生を研究の補助に

当たらせた。これら若手研究者の人材育成事業とし

て、博士後期課程在学中の学生および修了者、35

歳以下の若手研究者を対象とした「若手研究者研

究活動助成」を実施し、5年間で延べ69名に対し計

4,071万円を支援した。また、平成16年度からは、循

環型住空間システムに関連するユニークな学際的

テーマを対象に、主として助教、准教授クラスの研

究者を助成する「萌芽的学際研究助成」を実施し、4
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年間で延べ25件42名に対し計3,280万円を支援した。

さらに、平成18年度から博士後期課程単位取得後

退学者に対し、学位の取得を支援する「社会人ドク

ター等学位取得支援制度」を設け、2年間で延べ10

名に対し総額200万円の支援を行った。これらの若

手研究者の育成支援によって本プログラムの研究は

当初の計画が予定通り進捗しただけでなく、新たな

分野へと広がりを見せるとともに、学際的な共同研

究も生まれるなど、拠点形成に大きく寄与した。 

また当拠点で構築した新しい研究分野を体系的

に教育するため「持続都市建築システム学シリー

ズ」（全8巻）の刊行を行い、講義に活用した。 

これらの活動の成果として、具体的にCOE研究員

では、早稲田大学理工学術院の准教授や建築研究

所の研究員、民間の研究所などに採用され、それぞ

れの分野で活躍している。また博士後期課程学生

では、様式4-2に示したように、のべ16名を大学に、

9名を公的研究機関に、9名を企業の研究部門に研

究者として送り出している。 

3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

本拠点の研究成果で最も重要でユニークな成果

は環境の豊かさと環境負荷の差をライフサイクルで

評価する「スループット」評価にある。我々はその評

価に対して住空間レベルと都市空間レベルの2つの

レベルで取り組み、以下に示すような成果を得た。 

＜住空間レベル＞循環建築政策チームでは、住空

間の「スループット」を得るための評価ツールを開発

した。同ツールは、住宅単体および都市スケールで，

住宅に係わるエネルギー消費量やCO2排出量をライ

フサイクルで評価する。研究は，入力インターフェイ

スの開発、設備機器の性能および耐久年数，ならび

に居住者の生活に係わる時刻別発生熱量といった

データベースの整備、建物運用時の室内温湿度環

境や空調機器によるエネルギー消費量の予測精度

向上を軸として推進した。また、開発したツールを使

用し、住宅設備機器の環境負荷削減効果の検討、

戸建て住宅の構法別スループット評価、都市におけ

る住宅の環境負荷将来予測を行った。 

＜都市空間レベル＞都市スループットチームでは、

本プログラムに参加する各事業推進担当者の研究

成果を統合し、「スループット」を定量的に評価する

ためのプラットホームとして、都市スループットシミュ

レータを構築した。シミュレータにおける環境負荷削

減のための施策の効果を判断するための機能として、

環境配慮型住宅および設備への補助金導入効果

を試算するための検討を行った。また、住宅、事務

所ビルおよび都市インフラの環境負荷削減対策の

実施による省エネルギー効果に関して検討を行った。

以上により、本COEの研究成果である各種環境配

慮型住宅・設備が普及した際の環境負荷削減効果

を算出することが可能となった。 

これらの成果は具体的な住空間及び都市空間に

おける環境的なライフサイクル評価の良し悪しを判

断する材料を我々に提供しており、図4に示した放

出限界レベル（ファイアシャッター）をどう決めるべき

かという環境政策立案に貢献できる革新的技術であ

り、今後追求すべき「環境スループット工学」の先駆

的成果といえる。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

当初より、円滑な拠点形成推進のため各種委員

会を設置した。拠点形成の進捗に合わせて随時機

構改革を行い、最終的には図5に示す6委員会（内

部調整、研究推進、教育プログラム、国際交流、広

報、将来構想）体制とした。このうち特に重要な研究

推進委員会について記述する。 

研究推進委員会は各グループ間の情報共有化と 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 環境スループット工学の概念 
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図5 拠点の運営機構（最終形） 
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有機的連携を図る為に月1回のペースで合計48回

開催した。また研究成果を広く社会一般に周知すべ

く、広報委員会と連携してイベントの企画、運用を年

度毎に行い、外部への情報発信を積極的に行った。

さらに、中間評価のコメントを受け、平成17年度には、

都市環境チームを、平成18年度には、仮設チームと、

都市スループットチーム、木材活用チームを新設し、

連携強化図っている。さらに、年度ごとの拠点活動

の成果をまとめた「年度成果報告書」を作成し、広く

外部に配布して、研究成果の流布に努めた。又、拠

点活動を客観的に評価するため、国内外の関連分

野の一線級の研究者で構成される「外部評価委員

会」「国際評価委員会」の企画、運営を行った。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

国際競争力を維持、強化するため、研究面では

デュースブルグ・エッセン大学との共同研究を行い、

研究者および学生の交流を促進するとともに、研究

成果の発信と海外の一流研究者による評価を狙い

とした国際シンポジウム・国際ワークショップを定期

的に開催した。また留学生を中心に英語講義科目

を開講して学生の英語で討議する能力を向上させ

た。また、AUSMIPによる交換留学生制度の活用を

通して国際的に活躍したい住環境デザイナーの育

成に力を注いだ。 

6)国内外に向けた情報発信 

国際的な研究協力体制を確立し、研究活動の成

果を広く海外に問い、国際的な評価を確立すること

を目的として、様々な国際交流活動を実施した。 

研究拠点の企画として、国際ワークショップおよび

国際シンポジウムを開催し、当拠点の研究成果発

表するともに、海外の著名な研究者に講演を頂くこ

とで、循環型建築に関する貴重な見識を得た。国際

ワークショップの開催に当たっては国連ハビタット福

岡事務所に共催を頂き、当拠点の成果が国際的な

住環境の改善に貢献できるよう努めた。また、海外

の大学での循環型社会や建築に対する取り組みを

知るための調査も実施した。 

拠点主催の国際会議に加え､事業推進担当者及

び研究グループによる海外大学・研究機関との共同

研究、海外大学における特別講演、各分野での国

際会議実施など、様々な国際交流活動が実施され

た。これらの活動はアメリカ、ヨーロッパ、アジア各国

など広範囲に亘っている。当拠点では各種国際会

議開催等への支援を行い、成果の公開に努めた。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形

成のため効果的に使用されたか） 

主要な研究教育費の支出は、研究面では不可欠

な研究基盤の整備、連携促進研究支援経費、COE

研究員及びテクニカルスタッフ人件費等、若手研究

者の育成面ではリサーチ・アシスタント費用、若手研

究者研究活動助成、萌芽的学際研究助成、社会人

ドクター等学位取得支援、海外短期研修支援、ITデ

ザインプラザの拡充、テキスト印刷費等、国際交流

促進面では国際シンポジウム・ワークショップ開催、

共同研究支援、海外拠点調査等、広報活動面では

ニュースレターの発行、ウェブサイトでの情報発信、

年次報告書・最終報告書の刊行と配布等であった。

また21世紀COE事務局の設置と維持にも配分した。

いずれも拠点形成を図るために欠かせない必須の

経費であり、補助金は極めて効果的に使用された。 

②今後の展望 

我々は住空間の「豊かさ向上」と「環境負荷低減」

の両面の追究およびその差を「スループット」として

定量化することを目標に掲げ、その解を提示してき

た。しかし、低炭素社会の実現には、CO2削減のトッ

プダウン的目標値設定と技術開発だけでは限界が

あり、居住の豊かさと環境負荷との関わりを解明し、

成果を市民社会と共有することで、CO2排出増加の

根底にある個々の居住からの変革を市民社会に促

すボトムアップ的な方法論が探究されなければなら

ない。そこで、今後は都市・建築・土木工学分野だ

けでなく情報科学分野や社会学・経済学をも加えた

学際的な体制により、社会動態を踏まえた高度な将

来予測の中で、住空間システム・都市空間システム

の持続化へのボトルネック改善の最適解を導出し、

市民社会の変革を促す「ハビタット・イノベーション」

の方法論を構築する必要がある。 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内

外に与えた影響度） 

本COEが学内外に与えた影響として第一に挙げ

られることは、住空間を中心としつつも土木・芸術工

学・心理学など極めて幅広い学際的集団が連携を

強化することで大きな成功を収めることができること

を示したことである。また国際的には国連ハビタット

福岡事務所との連携により、研究的な面だけでなく、

各地域が抱える固有の問題解決に有効かどうかの

視点で情報交換ができたことが双方にとって大変有

意義であった。 
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points are lower than houses, Acoustical Science and Technology, Vol.24, No.3, pp.120-129, 2003 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 
1. 平成16年2月12日，福岡リーセントホテル，International Workshop on Seismic Evaluation, Retrofit and Rehabilitation of 

Buildings, 参加者40名（4名），Jack P.Moehile (University of California, USA), Keh-Chyuan Tsai (National Taiwan 
University, Taiwan), Yan Xiao (University of Southern California, USA) 

2. 平成16年12月10日，アクロス福岡国際会議場，第1回国際ワークショップ：Concept and Technology－その技術と理念－，参

加者180名（25名），Nicole Lazarus (ZED factory LTD, UK), Madahb Mathema (UN-Habitat Fukuoka office), Renatsu J. 
Widmann (University of Duisburg-Essen, Germany) 

3. 平成17年10月3日～4日，アクロス福岡国際会議場，第2回国際ワークショップ：Perspective and Strategy－循環型住空間シ

ステムの展望と戦略－，参加者250名（32名），Raymond J.Cole (University of British Columbia, Canada), Tanmay Tathagat 
(International Institute for Energy Conservation, IIEC, India), Yingxin Zhu (Tsinghua University, China) 

4. 平成17年10月18日～20日，同済大学（上海市・中国），1st International Conference on Pollution Control and Resource 
Reuse for a Better Tomorrow and Sustainable Economy，参加者350名（300名），Kostas A.Matis (Aristole University, 
Greece)，Hui Liu Bao (China University of Geoscience, China), Liu Fu-quing (Namjing University, China) 

5. 平成18年1月18日～20日，西新プラザ，第1回環黄海建築環境エネルギー国際交流会議，参加者145名（34名），原田鎮郎

（（株）環境システム研究所，日本） 
6. 平成18年2月2日～3日，九州大学ルネット，第1回国際感性ワークショップ：The first international workshop on Kansei，参加

者71名（3名），Gert J. van Tonder (Kyoto Institute of Technology, Japan）, Sergey L.Artemenkov (Moscow State University 
of Psychology and Education, Russia) 

7. 平成18年6月12日～14日，ロンドン（英国），The Royal Society、1st International Conference on Accelerated Carbonation for 
Environmental and Materials Engineering，参加者50名（48名），K.Gardner (University of New Hampshire, USA), C.D.Hills
(University of Greenwich, UK), J.P.Brouwer (TNO, The Netherlands) 

8. 平成18年10月10日，幕張メッセ国際会議場，Special Symposium on Geothermal Energy: NEW PERSPECTIVE OF 
GEOTHERMAL ENERGY UTILIZATION IN JAPAN，参加者108名（21名），John W.Lund (President of International 
Geothermal Association, Oregon Institute of Technology, USA), R.Gordon Bloomquist (Washington State University, USA), 
L.Rybach (Institute of Geophysics ETHZ, Switzerland), Sakir Simsek (Hacettepe University, Turkey) 

9. 平成18年10月13日，東京国際フォーラム，第3回国際ワークショップ：Review and Development－その後の展望と進展－，

参加者80名（14名），David Chapin (The City University of New York, USA), Kevin Gardner (University of New Hampshire, 
USA), 仙田満（東京工業大学名誉教授，日本） 

10. 平成18年10月16日～10月17日，アクロス福岡国際会議場，国際シンポジウム：What is Sustainable Habitat and How Can 
WE Accomplish－循環型住空間の理念とその到達点－，参加者250名（36名），David Chapin (The City University of New 
York, USA), Kevin Gardner (University of New Hampshire, USA), Dachang YUAN (Tianjin University) 

11. 平成19年8月27日，九州大学箱崎キャンパス人間環境学研究院事務棟2階会議室，国際研究フォーラム：The Present 
situation and The Prospects for the future of Sustainable Habitat System in Asia－アジアにおける循環型住空間システムの

現状とその行方－，参加者50名（14名），Faridah Shafii (University Technology Malaysia, Malaysia), MInsuk Cho 
(Architecture, Korea), 高口洋人（早稲田大学，日本） 

12. 平成19年8月28日，アクロス福岡イベントホール，2007年度日本建築学会（九州）記念行事，国際シンポジウム：アジアのサ

ステナブル建築を創造する－Creation of Asian Sustainable Architecture－，参加者377名（10名），Yung Ho Chang (MIT建

築学科長，北京大学教授，中国），Minsuk Cho (Architecture, Korea), Faridah Shafii (University Technology Malaysia, 
Malaysia) 

13. 平成19年11月29日～30日，広州市（中国），アジア景観デザイン学会広州国際大会，広州国際デザインウイーク，参加者

200名（160名），Rene Marey（KOW建築事務所建築士，オランダ），ウ・シング（釜山大学，韓国），キム・ミョンファン（ケイウォ

ン大学，韓国） 
14. 平成19年12月3日～4日，アクロス福岡国際会議場，国際シンポジウム：Future of Sustainable Habitat System－循環型住空

間システムの未来像－，参加者143名（24名），Kees Duijvestein (Delft University of Technology, Netherlands), Jian Liu 
(Xian University of Architecture and Technology, China), Angela Pinzon (UN-Habitat Fukuoka office, Colombia) 

15. 平成20年3月7日～8日，アクロス福岡セミナー室1&2，第2回国際感性ワークショップ：The second international workshop on 
Kansei，参加者85名（3名），Norman D.Cook（関西大学，日本），Sharon Gershoni (Hebrew University, Israel) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 
以下の活動を通して、都市・建築システムの持続化に関する幅広い知

識を基礎とし、かつ高い専門性を身に付けた国際的な若手研究者・大学

院生の人材育成を進めた。平成15年度～平成19年度における大学院生

の発表論文数は665件（うちレフェリー付262件、国際会議発表161件）、各

種受賞数は10件を超える。また、大学院生による特許1件の取得もある。平

成15年度（初年度）の国際会議発表数は21件だが、以後5年間の年平均

発表数は約32件に増加しており、本プログラムの教育効果を示している。 

1. 新しい教育体制の構築と試行：本プログラムの教育研究の成果と人

材育成の基本方針（右最上図）に基づき、従来のコースとカリキュラム

を再編し、「持続都市建築システム」のコース（博士後期課程）とプログ

ラム（修士課程）を新設する（平成20年度発足）。なお、このプログラム

科目の開講に先立ち、事業推進担当者による大学院・学部連携講義

の実施、循環型建築の建設を実体験する演習科目を試行した（平成

17年度～平成19年度）。この新しい教育体系は、本拠点における博

士育成の教育基盤として活用される。 

2. 産学連携セミナーの実施：実務家によるセミナーを通して産学連携教

育を促進し、持続都市建築システムに必要な専門性とキャリア、職域

の将来動向を学生に紹介した（平成16年度～平成19年度、計36
回）。本セミナーは、平成20年度より新プログラムの科目として開講す

る。 

3. 海外教育拠点調査：欧米・アジアにて持続都市建築システムに関す

る教育内容を調査し、意見交換を行った（平成17年度～平成19年

度、計17拠点）。この調査を基に新たな教育体系を構築し、同時にグ

ローバルな教育研究の人的ネットワークを形成した。 

4. COEテキスト刊行：COEテキスト「持続都市建築システムシリーズ」全8
巻を刊行した（平成19年度）。本テキストは持続都市建築システムに

関する体系的な講義に活用し、先進的な教育内容の普及にも利用す

る。 

5. COEフォーラムと国際ワークショップの実施：COEフォーラムと国際ワ

ークショップを毎年開催した（平成16年度～平成19年度、計8回）。一

線で活躍する研究者や実務家の招聘（計39名）による講演に加え、

若手研究者や大学院生の研究発表等も併せて行い、研究の動機付

けと国際性を涵養した。英文論文集や英文ニュース等にその成果を

蓄積し、広報等に活用してきた。 

6. 交換留学プログラム：EUの4大学（平成15年度～平成19年度年度、

派遣・計34名／受入・計32名）及びデュースブルグエッセン大学（平

成17年度～平成19年度、派遣・計7名／受入・計7名）との交換留学を

実施した。日本人学生と留学生が共同作業で作品（右最下図）を制

作する英語による設計スタジオや留学生向けの英語講義を通じ、国

際性豊かな人材育成の実績を積んできた。 

7. 若手研究者と大学院生への支援：優秀な若手研究者と大学院生を

特任准教授、学術研究員、RA、テクニカルスタッフに採用した（平成

15年度～平成19年度、計66名）。また、各種研究活動助成（平成15
年度～平成19年度、計120件）、国際論文発表経費支援などを積極

的に行い、国際感覚を備えた研究者・技術者の育成を進めた。更に、

単位取得退学者で博士未取得の者に対する3年以内の博士号取得

をサポートするための研究費支援を行った。 
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第１巻：100年住宅への選択
第２巻：世代間建築
第３巻：健康建築学

－健康で快適な建築環境
の実現に向けて－

第４巻：循環建築・都市デザイン
－人間の感性と豊かさの

デザイン－
第５巻：仮設工学

－建設工事のQCDSEから
SとEを中心として－

第６巻：循環型の建築構造
－凌震構造のすすめ－

第７巻：臨床建築学
－環境負荷低減のための建物診断・維持管理技術－

第８巻：資源循環再生学
－資源枯渇の近未来への対応－

「持続都市建築システム学」シリーズ

人材育成の基本方針 

持続都市建築システム演習（建築体験） 

COEテキストの刊行 

交換留学生と日本人学生による共同作品 



機関名：九州大学 拠点番号：H14 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は概ね達成された 

（コメント） 

研究教育拠点形成全体については、本事業で設定したスループット最大化理念に基づく

循環型住空間システムが構築され、人材育成面でも成果をあげ、今後の継続的な教育体制

が構築されるなど、目的は概ね達成されたと評価できる。 

人材育成面については、研究および教育補助として若手研究者をＣＯＥ研究員およびテ

クニカルスタッフ、ＲＡ（リサーチ・アシスタント）として積極的に採用し、また、博士

後期課程在学中の学生、若手研究者を対象とした「若手研究者活動助成」、主として助教、

准教授クラスの研究者を助成する「萌芽的学際研究助成」及び博士後期課程単位取得後退

学者を対象とした「社会人ドクター等学位取得支援制度」を設けて、優秀な若手研究者に

対する積極的な経済的支援を実施したことは、研究教育拠点形成に寄与したと評価できる。

研究活動面では、住空間の「豊かさ向上」と「環境負荷低減」の追及及びその差を「ス

ループット」として定量化することを目標とした多様な研究が行われたことや、再利用可

能レンガによる乾式レンガ造実験棟を利用して、住空間スループット評価ツールが開発さ

れたことは、住宅の環境評価および環境政策立案に貢献する先進技術として評価できる。

都市スループットシミュレータは、開発途上にあり今後の発展に努力されたい。その他、

スループット最大化理念と関連付けられる個別の優れた研究成果があがっている。 

補助事業終了後については、学内の研究の学際的連携基盤が構築され、教育では「持続

都市建築システムプログラム（修士課程）」、「持続都市建築システムコース（博士課程）」

が設置されており、持続的な展開が期待できる。 
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